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研究成果の概要： 

まず福岡市域の各観測点に対して、地震基盤から表層までの増幅特性を求め理論特性と比較

検証した。また、人的被害予測モデル構築のために、「閉じ込め」確率予測式を求め、死傷者の

分布などを推定した。さらに、城南区で微動観測を実施して、三次元盆地構造モデルを改良し

た。一方、微動の水平上下スペクトル比から断層位置を特定する方法を警固断層に適用し、そ

の有効性を検証した。最後に整備した計算機によって三次元 FDM 計算を行い、警固断層地震の

強震動予測を実施した。さらに福岡市の構造物の振動特性に基づいて被害予測モデルを補正し

て高精度化した。以上のシステム開発により、当初目標を達成できた。 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 

２００７年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

２００８年度 3,000,000 900,000 3,900,000 

年度  

  年度  

総 計 14,500,000 4,350,000 18,850,000 

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学 自然災害科学 
キーワード：福岡・警固断層・地震被害・建築構造物・環境負荷・経済損失 
 
１．研究開始当初の背景 

今日、従来のひたすら災害低減を指向した
単純な防災施策(＝被害は少なければ少ない
ほどよい)から、リスクマネジメントの観点
に立って都市災害を管理・制御する＝資源最
小化の制約のもとで最適な方法を選択する
防災施策にシフトすることが急務である。こ
れはすでに多額の資産が蓄積され、高度に結
合された我国の大都市において、自然災害が
与える環境上および経済上のインパクトを、
そのストックに比べれば極めて限られた投

資によって最小化することを考えざるを得
なくなっていることによる。言い換えると成
熟した日本経済においては、これまでのよう
に構造物を頻繁に立て替えることによって
都市の耐震性を向上させていくといった政
策は最早考えられないのである。特に持続型
社会の構築に向けて、限られた資源・資金を
有効活用し、長期に渡って効率的に都市の維
持・管理を考えていくことが重要であり、そ
のためには長期に渡る災害リスクをきちん
と見据えたマネジメントが不可欠である。 



 これまでリスクマネジメントの考え方は
高頻度低損害の災害には適用されてきたが、
地震のような低頻度高損害の災害にはほと
んど適用されてこなかった。その一番大きな
理由は低頻度であるが故にそれによる構造
物被害の定量的予測が極めて困難だったた
めである。しかし、兵庫県南部地震(阪神・
淡路大震災)で得られた地震動情報と被害情
報を活用することで、我々は定量的な強震動
予測モデルと被害予測モデルを構築するこ
とができた。この強震動予測モデルを用いれ
ばある想定震源に対してある特定地点の強
震動を精度よく予測することが可能となる。
また被害予測モデルを用いれば現在の建物
の大破・倒壊率が予測できるだけでなく、そ
れを一定割合で補強した場合、あるいは逆に
設計目標レベルを低下させた場合の大破・倒
壊率の変化も追跡することができる。こうし
たアプローチを発展させることによって、都
市の構造物のストック情報があれば任意の
想定地震による都市の地震被害の総和を把
握することが可能となる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、その発生が強く懸念され

ている福岡市直下を貫く警固断層で地震が

発生した場合に、その定量的な強震動予測お

よび被害予測を実施し、さらにその被害予測

結果と都市機能の相互連関を表現したモデ

ルに基づいて、この地震災害が都市全体の環

境および経済に与える総合的な発災インパ

クト予測システムのプロトタイプを構築し、

総インパクト低減の観点に立って防災施策

を考える新しい都市地震災害リスクマネジ

メントの方法論を提示することにある。 

 
３．研究の方法 
 本研究は震源から経済活動に至る都市の
発災インパクト総合予測システムを構築す
る学際的研究プロジェクトであり、大きく下
記の１～５の要素技術の開発および６の統
合化および事例適用のサブテーマから構成
される。 
(1)都市直下の内陸地震に特徴的な「やや短

周期パルス」を含む定量的な強震動予測に
必要な特性化震源モデルを、福岡県西方沖
地震の観測波形をターゲットに構築する。 

(2)2005年 3月20日の福岡県西方沖地震の発
生により、その発生が危惧される警固断層
地震による福岡市および周辺都市域の定
量的な強震動予測に必要な地下構造を、福
岡県西方沖地震の観測強震動の分析と微
動観測によって明らかにする。 

(3)警固断層地震による福岡市およびその周
辺都市域の強震動予測を実施する。 

(4)開発済みの構造物の被害予測モデルをベ

ースに、建物種別ごと・階数ごとの応答波
形から家具や設備機械の被害発生率を求
めるモデルを構築する。被害レベルに応じ
たコスト評価・環境負荷評価のシステムを
開発する。 

(5)主として建築物とそれを支えるインフラ
ストラクチャに着目した都市モデルを構
築して、発災時のコスト評価・環境負荷評
価を試みる。 

(6)構築した震源から環境負荷に至る発災イ
ンパクト予測システムに基づいて警固断
層地震の発生により生み出される福岡市
都市圏における環境負荷と経済損失の予
測を行う。 
以上のように構築した発災インパクト予

測システムを用いることにより、例えば構造
物の耐震補強促進政策を導入した場合の被
災確率の変動などが与える影響を把握し、そ
の有効性を都市の維持管理に必要なマネジ
メントコストとその施策によるベネフィッ
トの比較考量の観点で評価する等、都市地震
災害リスクマネジメントに活用可能となる。 
 
４．研究成果 
(1)震源モデルの高精度化 
平成１８年度にはまず震源の高精度化に

向け、福岡県西方沖地震の震源過程の詳細を
調べるため高密度強震観測網で観測された P
波波形に非常に高分解能の解析を施した。そ
の結果、以下のことが判明した。１）初期破
壊面は，アスペリティが存在する主破壊面と
は異なる。２）震源で始まった破壊は，まず
福岡市とは反対方向の北西方向に伝播し，約
1 秒後主破壊面に達しその破壊を誘導した。
主破壊面の破壊の開始点は初期破壊面と主
破壊面のちょうど交線上に位置する。３）主
破壊面の破壊フロントは，主に福岡市の方向
に広がり，オリジンタイムから 3.7 秒後アス
ペリティの北西端に達し，強震動の生成が始
まった。 
(2)地下構造の高精度化 
福岡市直下の深部地下構造に関しては、福

岡市域の地下構造を検証する目的で３次元
ＦＤＭによって福岡県西方沖地震の再現を
試み、市街地中心部ではよい再現が得られる
こと、一方周辺の堆積層が薄い地域ではあま
りよく合わないことを見出した。そこで最新
の重力異常データを入手してそれにあわせ
てこれまでのモデルを再構築した。その結果
得られた基盤深さは周辺部でこれまでより
もずっと薄くなる結果となった。この地下構
造を用いて警固断層地震の強震動を予測し
た。結果は市街地中心部でこれまでの予測よ
り大きな最大速度値となった。その理由は震
源モデルを見直したためで、断層近傍では震
源の影響はサイトの影響を上回っていると
いえる。 



(3)警固断層位置の高精度推定 
 福岡市の都市防災上の観点から警固断層
の詳細な位置を把握する必要があるが、これ
まで断層の詳細な位置の特定は地質的調査
に依存しており、地形改変の著しい都市部で
はその精度には限界があった。そこで微動観
測の水平鉛直振幅比(H/V 比)から伏在断層の
位置特定が可能かどうかを警固断層を対象
として検証した。H/V 比から伏在断層を特定
する方法が確立できれば，調査の簡便性から
有用性は非常に高い。警固断層を横断する測
線長 500m を基準とした 33の断面で微動観測
を行った。その結果 4つのタイプが得られた。 
①明瞭に H/V比ピーク振動数が変化し警固断
層が容易に特定できる測線 

②ピークが明瞭に出ず断層位置が特定でき
ない測線 

③ピークが明瞭に出ないものの H/V比の形状
が著しく変化し、可能性が疑われる測線 

④ピーク振動数が明瞭に変化している箇所
が 2つある測線 

①の場合地下構造データから求めた理論 H/V
比と観測 H/V比のピーク振動数はほぼ一致し
たので、微動 H/V 比のピーク振動数は表層地
盤の厚さと相関があり、鉛直変位のある伏在
断層を推定するのに有効であるといえる。実
際 H/V比が急変する地点と既往推定位置とが
一致しない測線があり、調査が必要である。 
(4)スペクトル分離解析 

地下構造に関して、スペクトル分離手法に
より地震基盤から表層までの増幅特性を福
岡市域の各観測点に対して求め、それに対し
て現在用いている速度構造モデルから得ら
れる一次元地盤増幅特性を求めて比較した。
その結果増幅特性はよく一致する地点とあ
まり一致しない地点に分かれたが、一致する
地点でも増幅率自体は過少評価傾向にあっ
た。さらに地下構造の最適化にハイブリッド
ヒューリスティック探索を用いることによ
り広振動数範囲に渡って効率の良い解析を
行い、PS 検層データも含めた S波速度構造を
同定することで、より適合度の高いサイト特
性を持つ地盤構造が得られた。また PS 検層
データも含めた解析でも良好な同定が出来
なかった観測点や地下構造情報が得られて
いない観測点に対して、類似したサイト特性
を持つ観測点を初期値に用いて同定を行う
ことにより、分離サイト特性によく合う S波
速度構造を同定できた。 
(5)強震動予測 

福岡市域の詳細な重力異常図やアレー微
動で推定された地下構造をもとに、中道・川
瀬による福岡地域の三次元地盤構造モデル
の再設定を行い、これをもとに兵庫県南部地
震の震源モデルとして提案された断層モデ
ルで警固断層地震の強震動予測を行った。そ
の結果、福岡市域では、深い盆地形状と震源

の伝播破壊によるディレクティビティ効果
により、断層に沿った方向に最大速度の大き
な領域が広がった。特に、博多湾から福岡市
の中心部において、断層直交成分で最大速度
と大きな値となったが、地下構造を見直した
城南区・早良区の丘陵地では最大速度は従来
の計算結果より減少した。 
(6)人的被害予測 
発災インパクト予測に不可欠な人的被害

予測モデル構築のために、まず 1995 年兵庫
県南部地震アンケート調査結果データを用
いて、「閉じ込め」確率予測式のパラメータ
を求めた。次いで、警固断層地震の地震動強
さ推定値から求めた木造建物被害を予測し、
さらに建物被害と人的被害から福岡市での
閉じ込め予測を行った。閉じ込め予測結果を
入力情報として、福岡市消防局の救助隊員や
応援隊による救助活動シミュレーションを
実行し、閉じ込めに伴う死傷者の分布、救助
にかかる時間などを推定し、救助活動の条件
を変えた場合の影響を導き出すことができ
た。 
(7)被害予測モデルの高度化 
 地震地域係数が異なる各地域を代表する
福岡市、新潟市、高知市、大阪市、名古屋市
において、2階建から 14 階建の計 163 棟の中
低層 RC 造建物の常時微動計測を行い建物群
の共振周期を把握し、計測を行った建物の地
域特性を抽出した。ここでは最も影響が大き
い階数の影響のみ補正し、平均共振振動数の
地域別差異を抽出した。その結果、調査建物
の平均階数である 7階建建物に換算した共振
振動数は福岡・高知・名古屋・大阪・新潟の
順番に低下すること、大阪を基準にすると福
岡は 12%高く、新潟は 23%低いことを明らか
にした。もし階数が同じで、質量も同じなら
共振振動数の２乗は建物の剛性に比例し、さ
らに限界変位が一定なら剛性は建物耐力に
比例することから、大阪市と神戸市の建物の
地域特性（耐力）が同じであると仮定して、
さらに平均振動数比に耐力比が比例すると
仮定して、この地域別平均共振振動数比から
都市ごとの建物の耐力を補正して、地域別被
害予測モデルを構築した。 
(8)環境負荷予測 
 まず想定南海地震の規模の変化を平均す
べり量に反映させて、時系列予測強震動を算
定した。その結果、南海地震の発生が遅くな
るほど観測点における強震動が大きくなる
こと、南海地震の発生が現在最も可能性が高
いと考えられている 2036 年から発生する時
期が 10 年間ずれると対象観測点における強
震動の最大値が約 10%大きくなることが分か
った。次に、非線形建物被害予測モデルに
2009 年～2054 年までの時系列強震動を入力
して、建物被害率を予測したところ、時系列
予測建物被害率は大きく変化すること、2036



年より前に発生する場合には基準モデルに
よる建物被害結果は、安全側の評価になるが、
2036 年以後に発生すると危険側に評価して
しまうこと、その違いは建物の構造種別や建
築年代によって差があるが、平均すると南海
地震が 2036 年より約 10年間遅れて発生する
と建物被害率は概ね 4割ほど増加することが
わかった。 
 次に、全国人口予測曲線とその時点での総
建物床面積が比例する、すなわち一人当床面
積は一定と仮定して「建物床面積推定曲線」
を作成し、2060 年までの対象建物の時系列床
面積を推定した。そして先に求めた建物被害
率と、ここで得られた時系列建物床面積から
大破建物床面積を時間依存で推定したとこ
ろ、大破建物床面積は地震発生時期によって
大きく変化することが分かった。南海地震の
発生する時期が遅くなるほど大破床面積は
大きくなり、2045 年まではほぼ直線的に増大
するが、2045 年前後からは頭打ち傾向となっ
た。これは規模の増大に対して被害が増大す
る傾向と人口減に伴って被災対象建物数が
減少する傾向が相殺するからである。また当
然のことであるが、かなり先の将来の地震を
予測するに当たっては地震規模の発生時期
依存性を考慮に入れる方が安全側となる。一
方、現存ストック量を用いた予測はかなり将
来の被害を過大評価する。特に実際に居住に
供する建物総量は今後の人口減に伴って減
少することはほぼ確実であり、建物ストック
の時系列予測を被害予測に組み込むことが
重要である。 
 最後に、予測した被害建物床面積に基づい
て、中破以上の被災建物による CO2 負荷量を
時系列的に予測した。想定南海地震が 2009
年から 2060 年の間に発生したとした場合、
全建物による CO2排出量は京都議定書に設定
した年間当目標値の 41％から 76％を占める
結果になり、廃棄物量は 1990 年の全国産業
廃棄物の約 4％から約 9％を占める結果にな
った。巨大地震による環境負荷の影響は無視
するにはかなり大きく、本研究で実施した地
震規模と建物ストックの時間依存性を考慮
した時系列的な評価はその長期的な対策立
案に適している。 
 以上、本研究では地下構造の詳細調査から
断層位置の高精度評価、およびそれらを反映
した高精度・広周波数帯域の定量的強震動を
実施し、さらに地域性を考慮した建物被害予
測モデルを用いて定量的被害予測を実施し、
それに基づいておよび建物ストックの年代
変化を考慮して発生時期別被害総量を予測
するシステムを構築した。さらに人的被害予
測システムおよび環境インパクト予測シス
テムと組み合わせることで、地震の発災イン
パクトを定量的に予測できるシステムのプ
ロトタイプを構築するという当初目的を達

成できた。 
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